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１　不動産賃貸契約の成立に関する裁判例

２　賃貸住宅契約の成立についての考察

おわりに

はじめに

不動産取引に係る契約の締結段階の問題と

しては、不動産売買契約については、契約の

成立、手付解除、契約締結準備段階の損害賠

償（契約締結上の過失）の問題として判例・

学説において取り上げられることが多い
１
。

他方で、居住用の家屋の賃貸借契約（賃貸

住宅契約）においては、契約締結段階におけ

る先行行為に係る出捐の内容・額が大きなも

のでないことなどから契約締結準備段階の損

害賠償が問題となることはそれほど見られ

ず、また、手付解除が問題となる事例も少な

い
２
。他方で、賃貸住宅契約の締結手続きに

おいては、不動産売買契約とは異なり、賃借

人・賃貸人が同席の上で契約書に署名・押印

することは稀であり、また契約書の締結と契

約期間開始日（入居日）との間にタイムラグ

があることも多いことから、賃貸住宅契約の

成立の有無・成立の時点や一方当事者からの

キャンセルの可否が問題となることが多い。

例えば、賃借人側から「賃貸借の申込みを

キャンセルしたが、申込金や前払い家賃等が

返還されない」、「賃貸借契約書に署名・押印

したが、他にいい物件が見つかったので、

キャンセルしたい」、「契約書締結後、キャ

ンセルを申し入れたところ、家賃分を請求

されたが、入居していないのにおかしい」、

賃貸人側からも「賃借人の申入れで物件を

押さえてあったが、入居予定日直前にキャ

ンセルがあった」というような相談が寄せ

られる（最近の賃貸住宅市況もあり、賃貸

人からのキャンセルではなく、賃借人から

のキャンセルに関する相談がほとんどであ

る）。

その際に賃貸住宅契約が成立しているか

否かが問題となる。すなわち、賃貸住宅契

約が成立していなければ、契約自由の原則

により契約を締結しなくても債務不履行の

問題が生じるものでなく、仮に金銭等の前

払いがあっても、返還を求めることができ

る（あとは契約締結準備段階における損害

賠償の有無が問題となるが、賃貸住宅契約

においては先述のようにそれが問題となる

ことは多くないものと見受けられる）。他方、

契約が成立していれば、そこからの離脱は

契約解除の問題となり、契約書の条項等に

より金銭負担の問題等が発生することとな

り、契約が成立しているか否かの認定が重

要な問題となる。また、賃貸住宅契約の締

結手続きを媒介業者が媒介している場合は、

仲介報酬支払義務の有無も問題となるとこ

ろである。

この点に関しては、契約の成立の一般理
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論等により検討されている面もあるが、賃貸

住宅契約に焦点を絞った検討が必ずしも行わ

れていない面があり、また、賃貸住宅契約の

成立に関するトラブル・相談も多いことか

ら、実務における具体の契約手続きを踏まえ

た検討も必要であると考えられる。

そこで、本稿では、不動産賃貸借契約、特

に賃貸住宅契約の成立について、裁判例も概

観した上で、契約手続きの実態等も踏まえ、

試論として若干の考察を行いたい。なお、本

稿における見解は、筆者の個人的見解である

ことをお断りしておきたい。

※なお、本稿でとりあげるのは、賃貸住宅契

約の締結段階のものであることから、正確

には賃貸住宅の賃借予定者（入居予定者）

あるいは賃貸予定者と記すべきであるが、

便宜上、賃借人、賃貸人と記している。

１ 不動産賃貸契約の成立に関する
裁判例

� 個別裁判例

まず、不動産賃貸借契約の成立の有無につ

いて判断された最近
３
の裁判例で把握できた

ものについて概観する。

ア　事業用物件の賃貸借契約

①東京地判平22.２.26ウエストロー・ジャパ

ン（ＷＬ）

オフィスの賃貸借契約が成立していないと

された事例

「 賃貸借契約が諾成契約であって、契約

書の作成等は不要であり、また、本件見

積書と本件賃貸借契約書の内容がほぼ同

一であって、Ｄ〔筆者注：賃貸人社員〕

がＣ〔賃借人社員〕に対し中途解約がで
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きないことなどについても説明をしてい

たことなどの事情をもってしても、結局、

本件賃貸借契約書の署名捺印をしなかっ

た被告については、本件賃貸借契約を締

結する旨の意思も行為もなかったと言わ

ざるを得ず、原告と被告との間で本件賃

貸借契約を成立させるとの強固な合意が

あったとは認められない。」

＜賃借人の契約締結上の過失もなしと判断

されている＞

②東京地判平21.12.８ＷＬ

店舗用建物の賃貸借契約が成立していない

とされた事例

「 確かに、４月12日付書面には「本日、

手付金550万円を・・預けた事により、契

約を締結した。」との記載がある・・が、

上記書面には、・・賃貸借契約書である

ことを示す表題部もなく、賃貸借の重要

な要素である期間についての記載もなく、

およそ賃貸借契約書の体をなしておらず、

むしろ、「本文契約書に関して近日中作成

し、貸主、借主より捺印をいただくもの

とする（契約日を平成19年４月23日とす

る。）」との記載もあることに照らすと、

上記書面の作成によって、原告と被告が

賃貸借契約を締結させたいうことはでき

ず、むしろ、原告と被告は、上記書面の

作成によって、同月23日に本件物件の賃

貸借契約を締結することを確認しあった

ものとみるべきであり、加えて、・・後

日、同日付の貸室賃貸借契約書を起案し

て・・いること・・も併せ考慮すれば、

原被告間に４月12日付書面を作成したこ

とによって本件物件についての賃貸借契

約が成立」したとはいえない。

③東京地判平21.２.16ＷＬ
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する合意（本件占有合意）が成立してい

ること、平成４年６月以降の原告による

本件建物の占有は本件占有合意に基づく

ものであることが認められる。

そして、本件合意書第４項における合

意は、第三者である専門家の調査だけで

なく、その調査を基にした原告・被告双

方の協議が必要とされているのであるか

ら、本件建物の賃料の確定には当事者双

方の更なる協議を経た合意を要すること

は明らかであって、上記合意をもって賃

料額を客観的に確定し得べき基準につい

て合意したものということはできない。

（中略）以上のとおり、原告と被告との間

には本件建物の賃料についての具体的な

合意はなく、本件賃貸借契約は成立して

いないというべきである。」

⑤東京高判平20.１.31金商1287－28

事務所の賃貸借契約が成立していないとさ

れた事例

「 本件申込書には、賃貸借契約書中の諸

条件について同年９月末日までに双方が

完全な合意に逹することが成約のための

条件となる旨の記載があるところ、・・

本件建物に係る賃貸借契約が成約される

には、本件申込書記載の事項についての

合意に加えてなお、①　賃借目的部分の

具体的な特定、②　契約更新、期間内解

約、賃料・共益費の改定、内装工事等に

関する合意に至ることと、③　賃貸借契

約書への調印が予定されていたことが明

らかである。ところが、前記のとお

り、・・賃借目的部分の具体的な特定が

されることがなかったし、・・賃貸借契

約書の案文について交渉を重ねていたと

いうのであるから、・・賃貸借契約が締

結されていたとする・・主張を採用する

店舗用建物の賃貸借契約が成立していない

とされた事例

「 確認書�は、本件賃貸借契約の締結に

向けて、今後詳細につき協議を行うこと

を前提とする内容であり、本件賃貸借契

約が締結されなかった場合に関する条項

も存在することからして、確認書�の締

結をもって、本件賃貸借契約が成立した

とは認められない。」

※確認書�では、賃借人と賃貸人代理会

社が定期建物賃貸借契約の締結に向け

て今後詳細につき協議することを確認

する旨に加え、賃貸借期間（10年間）、

契約期間満了後の賃借人の優先的交渉

権、賃料（月額5250万円）、敷金（賃料

の12か月分）等が定められていた。

＜賃借人の誠実交渉義務違反、契約締結向上

義務違反、契約締結上の過失もなしと判断

されている＞

④東京地判平20.２.27判タ 1280－228

建物を転貸して百貨店として使用させてい

る事案において、賃料についての具体的な合

意はなく、建物所有者と転貸人間の賃貸借契

約は成立していないとされた事例

（最小判昭和37年３月15日を引用した上で、

下記のように判旨

「 前記・・認定の事実によれば、本件建

物の占有につき、賃料の具体的合意には

至っていないが、賃料額の決定について

は本件合意書第４項の「今後、被告と原

告とＡ社とは、それぞれ調査・研究する

こととし、各々信用ある第三者の専門家

に他の類似の百貨店の賃貸条件の調査を

依頼し、それを持ち寄り、これらを尊重

し、誠意をもって協議し、公正な額で決

定をする。」とする限度での合意が成立し

ており、被告を賃貸人、原告を賃借人と
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ことができない。」

＜賃借人に契約締結上の過失があると判断さ

れている＞

⑥東京地判18.７.７金商1248－6（上記⑤の

原審）

事務所の賃貸借契約が成立していないとさ

れた事例

「 本件賃貸借契約は賃料及び共益費を合

計すると月額3000万円を超え、敷金総額

も４億円近い極めて高額な取引であって、

かかる高額取引においては契約当事者が

慎重になるのが当然であり、合意も書面

を作成してなされるのが通常である。本

件賃貸借契約においても、平成15年12月

16日において「調印予定日」を平成16年

１月16日と合意していたのであって、当

事者間において正式契約書を作成した段

階で契約を締結する意思であったものと

考えられる。そして、最終的に原告と被

告間では契約書が作成されることはなか

った。本件申込書の備考欄が詳細である

としても、量的にはＡ４用紙１枚程度に

収まるものであり、その形式においても

正式契約書とは大きく異なるものである

ことは否定できず、本件申込書には、賃

貸借期間の更新、解約、諸費用の負担、

敷金の返還、現状変更、損害賠償、修繕、

契約解除、原状回復義務等の条項が記載

されていない。被告は、本件申込書に、

９月中に諸条件について完全な合意に達

することが成約の条件であることを書き

加えていることからも、本件申込書を原

告に交付し原告が承諾しただけで契約を

成立させる意思はなかったというほかな

い。

従って、賃貸借契約書が作成されてい

ない本件においては、未だ原告と被告間

で本件建物について賃貸借契約が成立し

たとは認められない。」

＜賃借人の契約締結上の過失があると判断さ

れている＞

⑦東京高判平14.３.13判タ1136－195

事務所の賃貸借契約が成立していないとさ

れた事例

「 控訴人と被控訴人の双方は、いずれも、

賃貸借契約書を作成して本件賃貸借契約

を締結するとの認識の下に、・・契約内

容を順次詰めていたものと認められるが、

結局、賃貸借契約書の作成にまで至らな

かったのであり、（中略） したがって、

控訴人の主位的請求は、本件賃貸借契約

が締結された事実が認められない以上、

その余の点について判断するまでもなく、

理由がない。」

＜賃貸人に契約締結上の過失があると判断さ

れている＞

⑧東京地判平６.６.28判時1535－101

診療所の賃貸借契約が成立していないとさ

れた事例

「 350万円の支払は本件建物の賃貸借契約

締結時の手付金として受領した旨の記載

があるにとどまり、《証拠略》によれば、

本件建物の賃貸につき、かつて賃借を希

望した医師の資金不足のために契約締結

に至らなかつた事例があつたこと、その

後、原告からの賃借希望の申入れがあつ

たため、被告としては、以前のような事

態にならないように、いわば申込証拠金

として、予定されていた保証金の一割を

納入してもらい、将来、賃貸借契約が締

結された時点において、右申込証拠金を

手付金に充当する趣旨で原告から支払を

受けたものであること、さらに、原告・
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被告間では、平成４年８月４日、保証金

を減額するとともに、償却率をアップさ

せる旨の折衝が行われたことが認められ、

さらに、その後に、賃貸借契約の調印日

が定められたことからすると、平成４年

７月31日段階では、未だ、賃貸借契約が

締結されたものということはできない。」

＜賃貸人に契約締結上の過失があると判断さ

れている＞

イ　居住用物件の賃貸借契約

⑨京都地判平19.10.２裁判所ウエブサイト

「 本件物件の賃貸借契約の借主となる原

告会社が仲介業者である被告会社を通じ

て貸主となる被告Ｂに対して本件契約書

と本件必要書類を提出したが、最終審査

の段階で、被告Ｂが本件物件を原告会社

に賃貸しないこととして本件契約書の賃

貸人Ｂの名下に押印をしなかったため本

件契約書が完成していないのであるから、

本件賃貸借契約が成立していないことは

明らかである。」

＜賃貸人に信義則上の損害賠償責任があると

判断されている＞

⑩大阪地判平５.６.18判時1468－122

被告仲介会社の社員は「原告から手付

金名目で五万円を受領して、・・重要事

項説明書を交付し、入居保証金及び平成

元年一月一七日以降の日割家賃を支払う

よう求めたことが認められる。（中略）

しかしながら、右重要事項説明書の

「物件引渡」、「取引の態様（法三四条二

項）」、「特約事項」の各欄の記載や、右手

付金名目の五万円の「預り・領収証」は

被告・・名義となっており、貸主の代理

人である趣旨を示す記載はないことや、

敢えて「家主確認後本手付金とする」旨

の書き込みがなされていることを併せ考

えると、被告・・は、仲介人として原告

と交渉したものであって、貸主との賃貸

借契約は後になされることを前提として

行動していたものというべく、このこと

は原告においても認識することができた

ものと考えられる。

したがって、被告・・が貸主の代理人

となって契約し、本件賃貸借契約が成立

したものとは認められない。」

＜賃貸人に契約締結上の信義則違反による損

害賠償責任があると判断されている＞

� 裁判例の概観

上記裁判例を概観すると、事業用物件の賃

貸借契約においては、

・契約書の作成あるいは契約書への（最終

的な）署名・押印（調印）がないこと

（①、②、⑤、⑥、⑦、⑧）

・段階的合意手続きが前提とされており、

途中段階の合意に過ぎないこと（②、③、

④）

などの観点から判断されており、賃貸借契約

書の作成、賃貸人・賃借人の契約書への署

名・押印があったときに、賃貸借契約が成立

すると解しているととらえることができると

考えられる。

他方、居住用物件の賃貸借契約（賃貸住宅

契約）については、裁判例が少なく、事例⑨

は賃貸人の押印がないため賃貸住宅契約が成

立していないとしているが、事例⑩は未だ契

約書の作成に至っていない段階のものであ

る。また、両事例とも、国籍等を原因とする

賃貸人からの契約拒絶という点が争われてい
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る特別な事情のある事案であり、最近の裁判

例において、賃貸住宅契約の成立についての

明確な基準・判断が示されているとは言えな

い状況である。そこで、以下では、賃貸住宅

契約の成立について、実務における契約締結

手続きの実態も踏まえ、検討・考察すること

としたい。

２ 賃貸住宅契約の成立について
の考察

� 賃貸住宅契約の締結手続き

賃貸住宅契約の契約締結の手続き・手順も

様々なパターンがあると考えられるが、例え

ば、先述の事例⑨において、契約締結手続き

が認定されており、イメージしやすいので、

下記に記述する。

まず、当該事例における媒介業者による契

約手続きの一般的取扱は次のようになってい

たとされている。

・入居希望者から必要事項を記入した入居カ

ードの提出を受ける。

・これに基づき、賃借人となる者の資力、保

証人となる者の保証意思確認等の調査を行

う（「第１次審査」）。

・問題がなければ次に、入居予定者に対し、

賃貸人欄に賃貸人名が印字された賃貸借契

約書を交付し、署名（記名）押印等をして

もらうとともに、住民票などの必要書類の

提出を受ける。

・賃貸借契約書の記載事項や必要書類を確認

する（「最終審査」）（この最終審査は、特

段の問題がなければ、数分間ないし数時間

程度で行うことができるとされている）。

・これらに齟齬があるなどの問題がなけれ

ば、賃貸人が押印して賃貸借契約書を完成

させる。

また、実際の賃貸借契約の経緯は、次のよ

うであったとされている（賃借人をＸ、賃貸

人をＹ、元付媒介業者をＺ１、客付媒介業者

をＺ２とする。なお、この事例において、媒

介業者による重要事項説明の時期・内容は判

決内容からは不明である）。

・Ｘは、平成17年１月24日、本件マンション

建設現場を見分した後、入居希望を伝え、

Ｚ２に入居カード（入居希望日は４月９日

と記入）を提出した。

・Ｚ２の社員Ｉは、部屋止めをすることを約

し、Ｚ１京都支店に入居者カードを送信し

た。また、Ｉは、必要書類（Ｘの印鑑登録

証明書、住民票、社会保険証写し、源泉徴

収票、運転免許証写し及び写真のほか、Ｘ

の会社の会社概要）の提出を求めた。これ

に対し、Ｘが、紛失中である運転免許証写

しに代わる身分証明書として、外国人登録

証明書等を提示した。

・１月29日、Ｘは、Ｚ２の社員Ｉに対し、申

込金（６万2000円）を支払った（なお、そ

の際、Ｘは、印鑑登録証明書、住民票に代

わる外国人登録原票記載事項証明書、源泉

徴収票、写真、Ｘの会社概要を預けた）。

・３月15日、Ｚ１の従業員は、Ｉに対し、電

話で、本件物件の賃貸借につき第１次審査

が通った旨を伝えた。同月17日、Ｚ１の従

業員は、本件契約書を持参して、Ｉに対し、

所定欄にＸらの署名（記名）押印等を得て、

３月31日までに、必要書類とともにＺ１に

提出するように求めた。

・３月25日又は同月28日、Ｉは、Ｘに本件契

約書案及び敷金・礼金等の請求書を手渡

し、Ｘに対し、本件契約書の所定欄に署名

（記名）押印等をして同月30日までにＹに

提出するように求め、併せて、本件請求書

に記載された合計47万6190円（敷金、礼金、
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４月分・５月分の賃料及び共益費・管理

費、４月分・５月分インターネット利用料

金、火災保険料、仲介手数料〔借主手数料〕）

から上記申込金６万2000円を控除した残額

41万4190円を同月30日までにＹ名義の口座

に振り込んで支払うように求めた。

・３月30日、Ｘは、４１万４１９０円を支払った。

Ｚ２は、これを受領し、同日、上記敷金・

礼金等合計47万6190円から、火災保険料、

仲介手数料（借主手数料）及び広告料（家

主側仲介手数料）を差し引き、その残額を

Ｙに送金した。

・４月３日、Ｘは、Ｚ２に対し、本件契約書

及びＸの会社の履歴事項全部証明書を提出

した（なお、Ｘの契印が実印でなかったた

め、４月７日、Ｘは、契印をやり直した本

件契約書を提出した）。その際、同月９日

午前10時に本件物件の鍵の引渡しが行われ

ることとなった。

・４月８日午前中、Ｉは、本件契約書及び本

件必要書類等を持参してＺ１の京都支店に

赴いたが、Ｚ１の従業員Ｈは、上司のＧに

相談し、Ｙの意向を確認した上で本件契約

書と本件必要書類等を受け取ると答えたた

め、Ｉは、いったん、本件契約書と本件必

要書類等を持ち帰った。その後、Ｈは、Ｙ

の指示を仰ぎ、その指示に従い、Ｉに対し、

電話で、本件物件を賃貸しない旨を告げた。

� 賃貸住宅契約の成立についての考察

�）先述のように、事例⑨は国籍等を原因と

する賃貸人からの契約拒絶という点が争わ

れている特別な事情のある事例であるが、

賃貸住宅契約の締結手続きとしては、概ね

一般的なものと見受けられ
４
、以下では、

この事例と同様に、実際の賃貸住宅契約に

おいて圧倒的に多く、よって重要である、

媒介業者の媒介による賃貸住宅契約の締結

手続きを前提として考察を行う。

この場合の契約締結手続きについても

様々なやり方があると考えられるが、大き

くいって次のような手順で行われることが

多いと見受けられ、以下、この手順を前提

に検討する。

①賃貸人による媒介業者を通じた募集

②賃借人による物件の選定・申込み

（申込書及び住民票・所得証明書等の関

係書類の提出）

③入居審査、賃貸人による入居承諾

④媒介業者による重要事項説明

⑤賃借人による契約書への署名・押印

⑥連帯保証人の署名・押印

⑦賃貸人による契約書への署名・押印

⑧契約書の双方当事者への交付

⑨鍵の交付・入居

この手順
５
の中で、下記で検討するよう

に、⑤の前に賃借人による前払い家賃・敷

金礼金等の支払いが行われる事例も見受け

られる（また②の賃借人による申込みの際

に申込（証拠）金等が支払われる場合もあ

る）。また、④の重要事項説明は、②の賃

借人による申込みの際に行われる場合もあ

る。

さらに、⑨の賃借人への鍵の交付、賃借

人の賃貸物件への入居（賃貸物件の使用開

始）が⑥～⑧の前になることもある。

�）そこで、賃貸住宅契約の成立時点を検討

する。

契約の成立の要件としては、

・契約の本質的な、または重要な部分につ

いて合意があること、

・その合意が確定的であること

という基準
６
によることとし、その際には



取引慣行を考慮して判断する
７
ことが適当

であると解される。

そして、上記のように、媒介業者の媒介

による賃貸住宅契約においては、契約書が

作成されることが一般的慣行として認めら

れる
８
。

そこで、検討するに、賃貸住宅契約は、

継続的契約であり、賃借人による物件（家

賃も含む）の選定、賃貸人による賃借人の

審査・選定というような中心部分の確定だ

けでなく、物件の使用、明渡し等のルール

についての合意も重要であり（そのため媒

介業務についての規制法である宅建業法に

おいて重要事項説明も措置されている）、

また一般的慣行としても契約書の締結が行

われていることから、賃借人及び賃貸人の

確定的な賃貸借の意思は、賃貸住宅契約書

への署名・押印により示されると捉えるこ

とが適当と考えられ、よって、媒介業者の

媒介による賃貸住宅契約の締結手続きにお

いては、原則として、賃借人及び賃貸人が

賃貸住宅契約書に署名・押印した時点で、

契約が成立すると解することが適当ではな

いかと考えられる
９・10
。

�）したがって、賃借人による契約書への署

名・押印の前に、賃借人が前払い家賃・敷

金礼金等を支払っている場合でも、契約が

成立しているとは解されない。

賃貸住宅契約における賃借人の債務内容

である家賃等の支払いをしていることか

ら、賃借人に契約成立の確定的意思が認め

られるという見解も考えられるが、

・上記のように賃借人の確定的意思は契約

書への署名・押印によると解することが

適当であり、また賃貸人による契約書へ

の署名・押印もされておらず確定的な合

意がなされているといないこと

・前払家賃等の支払い（振込等）を、重要

事項説明の前に行わせている事例が見受

けられ、その場合に、この時点で契約成

立と解することは、宅建業法上の規制も

踏まえると
11
、賃貸人側の合理的意思と

しても認定できないと考えられること

から、前払い家賃等の支払いがあったこ

とで、契約が成立しているとすることは

適当ではないと考えられる
12
。

（この重要事項説明や賃借人による署

名・押印の前になされる金銭の支払いに

ついては、契約書への賃借人の署名・押

印の後、同じ機会に前払い家賃・敷金礼

金等を支払うことを前提に、現金の持参

のかわりに、便宜上、あらかじめ振込み

等により支払いを得ているものと理解す

ることが適当と考えられる。）

�）ところで、媒介業者の媒介による賃貸住

宅契約の締結手続きの実務において留意す

べき点は、賃借人及び賃貸人が同席の上で

契約書に同時に署名・押印することは希

で、賃借人による契約書への署名・押印

（⑤）と賃貸人による契約書への署名・押

印（⑦）の間にタイムラグがあり、さらに

�）で記したように、賃貸人による契約書

への署名・押印（⑦）の前に契約期間開始

日が到来し、鍵の交付・入居（⑨）がある

場合も多いと考えられることである。

そして、このような場合に、「はじめに」

で述べたような賃借人からのキャンセルと

いう問題が生じることが多い。この点につ

いては、以下のように解することが適当と

考えられる。

ａ）まず、媒介業者が契約締結についての代

理権を賃貸人より授与されている場合があ

る。そのような場合において、当該媒介業
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者が賃貸人を代理して賃貸住宅契約書に署

名・押印した場合は、当然にその時点で契

約が成立することとなる。

ｂ）次に、上記ａ）のような場合でなく、賃

借人による契約書への署名・押印（⑤）と

賃貸人による契約書への署名・押印（⑦）

の間にタイムラグがある場合について検討

する。

この場合、前述の�）の原則的な解釈に

よると、契約は未だ成立していないことと

なり、賃借人、賃貸人いずれも契約関係に

なく、契約に拘束されないこととなる。し

かしながら、賃借人、賃貸人いずれも下記

のような制約があることに留意する必要が

ある。

ア）まず、賃借人ついては、賃借人が署名・

押印した賃貸住宅契約書の賃貸人への交付

が賃貸借契約の「申込み」と解されること

から、賃貸人が「承諾」、すなわち賃貸人

が契約書へ署名・押印するため通常要する

相当な期間内は、賃借人は「申込み」を撤

回することができない（民法524条）
13
。

本稿の検討では、賃借人が契約書へ署

名・押印した以降、連帯保証人の署名・押

印がされた契約書を賃貸人に交付し、相当

な期間が経過するまでは、賃借人はキャン

セル（申込みの撤回）をできず、賃貸人が

交付された契約書に遅滞なく署名・押印

（し、発信）すれば、賃貸住宅契約は成立

することとなる
14
。

他方、賃貸人が交付された契約書に遅滞

なく署名・押印しない場合は、賃借人はキ

ャンセル（申込みの撤回）できることとな

る。

（例えば、大学入学のための４月１日を契

約期間開始日とする賃貸住宅契約で、２月

１日に賃借人が契約書に署名・押印し、そ

の後、連帯保証人の署名・押印を得た契約

書を媒介業者に郵送し、媒介業者が賃貸人

に当該契約書を２月７日に交付したとすれ

ば、２月７日から相当期間（数日程度であ

ろう）が経過するまでは賃借人はキャンセ

ルできないが、賃貸人が交付された契約書

に遅滞なく署名・押印しない場合は、賃借

人はキャンセルできることとなると考えら

れる。よって、このような場合は、賃貸人

が賃貸物件を押さえてあったと主張して

も、賃貸人が契約書へ署名・押印していな

い限り、原則としてキャンセルを拒むこと

はできない。）

イ）次に、（最近の賃貸住宅市況の下ではあ

まり想定されないと考えられるが）賃貸人

が契約書へ署名・押印（⑤）、すなわち賃

貸人が「承諾」を拒絶することは、賃貸人

としてあらかじめ入居承諾（③）をしてい

ることから、特段の事情がない限り、認め

られないと考えられる（拒絶は不法行為等

となる）
15・16
。

ｃ）さらに、賃貸人における契約書への署

名・押印の前に、契約期間開始日が到来し、

⑨の賃借人への鍵の交付、賃借人の賃貸物

件への入居が行われた場合について検討す

る。

このような場合にまで、⑦の賃貸人にお

ける署名・押印を契約の成立時点とするこ

とは、契約成立前に賃借人による賃貸物件

の使用が開始されるということとなり、適

当ではないことは明らかである。したがっ

て、賃貸人の契約書への署名・押印がなく

ても、賃貸契約書に定めた契約期間開始日

が到来すれば、賃借人・賃貸人双方とも、

賃貸物件の賃貸借の確定的意思の（暗黙の）

合意があるといえ、その時点で契約が成立

していると考えるべきである
17
。

RETIO. 2011.  4  NO.81

39



（例えば、転勤による４月１日を契約期間

開始日とする賃貸住宅契約で、３月28日に

賃借人が契約書に署名・押印し、連帯保証

人の契約書への署名・押印の手続き中で、

賃貸人の署名・押印がなされていない段階

においても、４月１日が到来し、賃借人が

入居すれば、その時点で契約が成立してい

ると考えられる。）

�）その他、媒介業者の媒介によって賃貸住

宅契約が締結される場合において、申込み

から入居までの時間的余裕がなかったり、

入居先が遠隔地であることなどの事情によ

り、前述のような手順によらない場合も考

えられるが、個別の事情を勘案し、賃借人

及び賃貸人の賃貸借についての合意が確定

的である時点を認定することとなるが、少

なくとも、賃借人に鍵の交付があり、物件

への入居が可能となった時点では、賃貸住

宅契約が成立しているものと考えることが

できる。

�）なお、前述のｃ）のようなケースで⑥の

連帯保証人による署名・押印の前に契約成

立を認めた場合に、仮に連帯保証人の保証

の承諾が後で得られなかった場合にも賃貸

住宅契約が成立・存続するとなると、賃貸

人に酷である（賃貸人の合理的意思解釈と

しても適当でない）という指摘が考えられ

る。

この点については、ア）賃貸住宅契約と

保証契約は別の契約であることから、やむ

を得ないという見解、あるいは逆に、イ）

賃貸住宅契約においては連帯保証契約は賃

貸住宅契約を締結する上で極めて重要な事

項であることから、賃貸住宅契約の成立の

前提条件と解し、連帯保証契約が締結され

ない場合は、賃貸住宅契約が効力を失うと

いう見解が考えられる。個別の事情により、

イ）のように解することも可能ではないか

とも考えられる
18
が、賃貸人としてリスク

を回避するためには、連帯保証人の事前の

了解を得る（実務でも行われると見受けら

れる）、あるいは連帯保証契約が成立しな

い場合は、賃貸住宅契約も白紙解除される

旨を特約として明記しておくことも有効と

考えられる
19
。

� その他

�）賃借人の金銭負担について

契約が成立するまでは、当事者は、基本的

には（ただし前記��）のｂ）のア）の賃借

人の場合、イ）の賃貸人の場合を除く）、ノ

ーペナルティで契約手続きから離脱できる。

したがって、申込（証拠）金や前払い家賃等、

賃借人から賃貸人への金銭の移転があった場

合は、当該金銭は預り金としてとらえるべき

ものであることから、賃貸人から賃借人へ返

還すべき義務がある。

他方、契約の成立後は、合意解除の場合以

外は、賃貸人からの解除は（賃貸期間、更新

拒絶期間、正当理由等の関係により）通常は

認められず、賃借人からの解除は、通常は

（即時）解約等の条項によることとなる。そ

の際の金銭の清算については、契約書の条項

等によるが、一般的には、敷金は（賃借人の

債務がないと考えられるから）賃借人に返還

すべきであるが、礼金は返還されず、また即

時解約金等の徴収（あるいは前払い家賃等と

の相殺）がされることとなるものと考えられ

る。

また、媒介業者への仲介報酬については、

契約成立の成功報酬であることから、契約が

成立していない場合は、報酬を支払う必要が
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ないが、賃借人が契約書に署名・押印し
20
、

賃貸人が署名・押印したこと等により、契約

が成立した時点以降の契約のキャンセルの場

合は、仲介報酬を支払義務があり、支払済み

の仲介報酬の返還請求はできないこととな

る
21・22
。

�）契約準備段階における損害賠償責任つい

て

賃貸住宅契約において、契約準備段階にお

ける損害賠償が大きく問題となることはあま

りないと考えられるが、賃貸人による契約締

結の拒絶の場合に、仲介手数料、引越準備等

の費用、他の物件の確保やそれまでの借住ま

い費用などの損害賠償が問題になり、賃借人

による契約締結の拒絶の場合には、家賃等の

相当額の逸失利益
23
などの損害賠償が問題と

なることが考えられる。

� 小括

以上、述べたところを、「はじめに」で記

した相談事例に即してまとめると、下記のよ

うになる。

�）「賃貸借の申込みをキャンセルしたが、

申込金や前払家賃等が返還されない」とい

う事例については、賃借人による申込み

（②）の段階であると考えられ、賃貸住宅

契約が成立していないことから、賃借人の

キャンセルにより、申込（証拠）金、前払

い家賃等は返還すべきである
24
。

�）「賃貸借契約書に署名・押印したが、他

にいい物件が見つかったので、キャンセル

したい」という事例については、賃借人に

よる契約書への署名・押印（⑤）の段階に

至っており、賃貸人に契約書面が交付され

るまでは賃借人はキャンセルできず、賃貸

人が交付された契約書に遅滞なく署名・押

印すれば契約は成立する。しかし、賃貸人

が遅滞なく署名・押印しない場合は、賃借

人はキャンセルできる。

�）「契約書締結後、キャンセルを申し入れ

たところ、家賃分を請求されたが、入居し

ていないのにおかしい」という事例につい

ては、上記と同様であるが、賃貸人が交付

された契約書に遅滞なく署名・押印し、契

約が成立していれば、通常は即時解約等の

条項によることとなり、即時解約金の支払

いを求められているものと解される。

�）「賃借人の申入れで物件を押さえてあっ

たが、入居予定日直前にキャンセルがあっ

た」という事例については、②の賃借人に

よる申込みの段階であれば、賃借人は自由

にキャンセルでき、⑤の賃借人による契約

書への署名・押印がされた段階であれば、

上記�）と同様であり、⑦の賃貸人が契約

書に署名・押印した後であれば、賃借人が

賃貸物件へ入居する前であっても、契約は

成立しており、賃借人による契約解除の問

題となる。

おわりに

以上、賃貸住宅契約の成立について、最近

の裁判例では必ずしも成立について明確な基

準が示されていないこと、賃貸住宅契約の取

引慣行等を踏まえると賃貸住宅契約書への賃

借人・賃貸人双方の署名・押印があった時点

で原則として契約が成立すると解することが

適当と考えられること、よって賃借人の署

名・押印の前に前払い家賃等の支払があって

も原則として契約が成立しているとは認めら

れないことを示した。

さらに、賃貸住宅契約の締結手続きの実務
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の実態を踏まえると、賃借人による契約書へ

の署名・押印と賃貸人による契約書への署

名・押印の間にタイムラグがあり、そのよう

な場合に、賃借人、賃貸人いずれについても、

キャンセルについて制約があることを示し

た。さらに、賃貸人による契約書への署名・

押印の前に契約期間開始日が到来し、賃貸人

が賃貸物件の使用を開始する場合は、賃貸人

の契約書への署名・押印時点ではなく、契約

期間開始日に契約が成立していると解するこ

とが適当であることを示した。

実際には、最後に述べたような場合も多い

とも考えられるところであり、賃貸住宅契約

の成立の時期については、原則的な考え方に

加え、実務の実態に即した解釈が必要である

点について、十分な留意が必要である。

本稿で述べたことを踏まえ、また、最近に

おいて賃借人からのキャンセルに関するトラ

ブルが多い点も考慮すると、賃借人として賃

貸物件、契約内容等を十分吟味した上で契約

書に署名・押印するよう心がけるとともに、

媒介業者としては賃借人・賃貸人間の契約書

の取り次ぎを遅滞なく行うことが必要であ

り
25
、賃貸人としても（本人あるいは代理す

る業者が）、賃借人の署名・押印時に同時に、

あるいは、賃借人による署名・押印のあった

契約書を受領後、遅滞なく契約書に署名・押

印し、賃貸住宅契約の成立を確定することに

より、トラブルの未然防止等に配慮すること

が必要であると考えられる。

１ このほか、ローン特約や買換特約による解除の

可否が問題となることも多い（契約成立の事後的

な問題としては、契約締結時の錯誤、説明義務違

反等の問題が多い）。

２ 賃貸住宅契約においても「手付」と称して金銭

の授受が行われる場合があるが、契約締結に向け

た物件の確保等のための申込（証拠）金としての

性格のものである場合が多いと考えられ、預り金

として、契約が成立しなかった場合は返還される

べきものである。なお、手付放棄による賃貸住宅

契約の解約を認めた事例として東京簡判平16年７

月５日裁判所ウエブサイト・RETIO 61号がある。

３ 過去の裁判例として、賃貸借契約において賃料

が具体的に決まらなくても、相当賃料額を支払う

旨の合意があれば、賃貸借は有効に成立するとし

た最一小判昭37年３月15日・裁判集民事59号321

頁がある。

４　事例⑩では、次のような手続きとされている。

１月16日　物件の見学

賃借人による入居申込書提出

手付金の交付

重要事項説明

１月17日～20日

賃貸人側から入居不可との連絡

また、他の事例（契約の成立が争点とされたも

のではないが京都地判平20.1.30判タ 1279号225

頁）では、次のような手続きとされている。

８月６日頃　物件の紹介

８月６日　重要事項説明

賃借人による入居申込書提出

８月６～11日　敷金、礼金、前払い家賃等の支

払い

８月11日　契約書締結

仲介手数料支払い

８月15日　物件引渡し

５ 契約書類の動きに着目してみると、この契約締

結手続きがイメージしやすいので、以下、若干補

足する。

③の後、媒介業者が契約書類を作成し（賃借人

に事前に送付することもある）、④の重説の後に、

契約書面２通に賃借人が署名・押印する（⑤）。

その後、賃借人が契約書２通（通常の賃貸住宅

契約では、賃借人の債務の連帯保証契約を賃貸住

宅契約書の中で規定している）を持ち帰り、連帯

保証人の署名・押印を取り付ける（⑥）。この際、

親族等の連帯保証人が遠隔地に居住しているよう

な場合は、連帯保証人の署名・押印を得るため契

約書面を郵送等するため、その手続きに一定の時

間を要する場合がある。（なお、連帯保証人が署

名・押印した契約書類を持参［あるいは連帯保証
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人が署名・押印した連帯保証の承諾書（同意書）

を持参］し、重説を受けた後に、賃借人が契約書

に署名・押印する例もあるようであるが、上記の

ような手順が多いと考えられる。）

その契約書類２通が媒介業者を通じて賃貸人に

渡され、賃貸人が署名・押印した上で、１通を賃

貸人が保有し、他の１通が媒介業者を通じて賃借

人に渡される（この際の契約書類の移動は郵送で

行われることが多い。また、媒介業者は賃借人に

渡す前にコピーをとる）。

この郵送等による書類手続きに時間を要し、本

文で記したように、⑥～⑧が、⑨の後に行われる

こともある。

なお、⑥の保証が家賃保証会社等の機関保証に

より行われる場合もあるが、本稿では扱わない。

６ 平井宜雄『債権各論Ⅰ上―契約総論』（2008

弘文堂）146頁

７ 『民事法�［第２版］』（2010 日本評論社）７

頁［中田裕康執筆］、加藤雅信「契約実務におけ

る『契約の成立』と『中間合意』」（『二一世紀判

例契約法の最前線』（判例タイムズ社　2006））８

頁参照。

８ 宅地建物取引業法37条２項により、宅建業者の

媒介により賃貸住宅契約が成立したときは、宅建

業者は契約内容を記載した書面を当事者に交付し

なければならないこととされており、この書面と

しては通常は契約書が交付されていることによる

面も大きいと考えられる。

９ 当機構編集発行の『住宅賃貸借（借家）契約の

手引』（2010.6）13頁においても、同様な考え方が

記されている。

10 賃貸住宅契約において当事者のいずれの意思表

示を申込み、承諾とみるべきかは困難な解釈問題

であり（参考：『新版　注釈民法�債権�』410

頁）、契約成立の時期をどの時点とみるかについ

ても、別の見解も考えられる（そもそも不動産売

買契約については交渉によって契約が成立し、申

込みと承認によるものではない場合が多いと解さ

れている点との関係でも検討が必要であるが、賃

貸住宅契約においては下記イで記すような締結手

続きの実態を踏まえると、「申込み」と「承諾」

を前提に検討することが可能ではないかと考えら

れる）。

まず、ア）本文の②の賃借人による申込みを

「申込み」と解し、③の賃貸人による入居承諾を

「承諾」と解すると、③の時点で（諾成契約とし

ての）契約が成立しているという見解も考えられ

る。

あるいは、イ）媒介業者を通じた賃貸住宅契約

の締結においては、賃貸人側において定められた

様式の契約書を使用することが通常であり、契約

条項は固定しており（符合契約）、契約内容の中

心部分（要素）である賃料も募集段階で定まって

いることから、賃貸人については、賃借人につい

て入居審査を終え、賃貸の承諾をした③の時点を

賃貸の意思が確定したものとし、賃借人について

は、物件を選定し、家賃等を含む契約条件につい

て重要事項説明を受けた上で、契約書に署名・押

印した時点を賃借の意思が確定した時点とする

と、⑤の時点で契約が成立しているという見解も

考えられる。

本稿では、本文で記したように、取引慣行等も

踏まえ、賃貸住宅契約書への署名・押印をベース

に考えていることから、アの見解は適当でないと

考える。また、イの見解については、（③を「申

込み」、⑤を「承諾」と解するものであるが）本

文の�）のような考え方によれば、あえて、契約

の成立に関し、契約書への署名・押印を「申込み」

だけに要することとし、「承諾」には要しないと

解する積極的理由もないので、イの見解もとらな

いが、契約手続きの実態によっては、イのような

解釈も可能であるのではないかとも考えられると

ころである（実務においては、イの見解によって

いる場合も多いと考えられる）。

11 宅建業法35条により、契約が成立するまえに重

要事項説明をすることとされており、重要事項説

明の前に契約が成立しているという解釈に立つこ

とは宅建業法違反ということになり、（業務規制

法と民事法の効果が異なるということは別として

も）賃貸人等の合理的意思解釈として適当でない

ものと考えられる。

12 （重要事項説明と賃借人による契約書への署

名・押印が同じ機会に行われる場合でなく）②の

賃借人による申込みの際に重要事項説明をあらか

じめ行い、別の機会に賃借人による契約書への署

名・押印が行われる場合で、その間に前払い家賃

等の支払が行われる場合もある（注４の２つ目の

事例参照）。この場合についても、賃借人の契約

書への署名・押印を前提に前払い家賃等の支払を

しているものと解され、前払い家賃等の支払いに
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よっては契約が成立していないと解することが基

本的には適当であると考えられるが、賃借人及び

賃貸人の契約書への署名・押印前に前払い家賃等

を授受する特別の事情があり、賃借人及び賃貸人

の賃貸借の合意が確定的であると認められる場合

（例えば、前払い家賃等の授受により契約の成立

を約し、契約書の作成及びそれへの署名・押印は

書類手続きとして後から行うという合意がある場

合等）は、前払い家賃等の支払いの時点で契約の

成立を認めることもあり得ると考えられる。

13 同条は「遠隔者に対してした申込み」とされて

いるが、遠隔者とは、対話者に対する概念で、申

込みから承諾までの間に時間的経過を要する相手

方のことであり、物理的に遠隔地に居ることを要

しないとされており、また「相当な期間」は、通

信に要する標準的な時間に承諾者が許諾を決する

に通常要する時間を加えた時間と解されていると

されている（平井・前掲（注６）154頁）。賃貸住

宅契約の締結手続きにおいては、賃貸人があらか

じめ入居承諾（③）を行っているので、承諾者が

許諾を決するに通常要する時間は考慮されず、前

者の時間だけが考慮されると考えられる。

実務においては、賃借人が署名・押印した契約

書を媒介業者が必ずしも遅滞なく賃貸人に交付し

なかったり、あるいは賃貸人が署名・押印した契

約書を媒介業者が必ずしも遅滞なく賃借人に交付

しないような場合も見受けられるが、そのような

場合のタイムラグは、基本的には「相当な期間」

に含むことは認められないものと考えられる。

14 本文のａ）に関係するが、契約締結の代理権を

有する媒介業者が相対して賃借人による賃貸住宅

契約書への署名・押印を受けた場合は、賃貸人に

対する「申込み」があったものと考えられるが、

媒介業者が契約締結の代理権を有しない場合に

は、相対して賃借人による署名・押印を受けても、

当該行為は賃貸人に対する「申込み」に該当しな

いと考える余地がなくはない。しかしながら、媒

介業者による媒介行為（なおこれまで明記してい

なかったが、①の媒介業者（元付け業者）と④の

媒介業者（客付け業者）が異なることも多い）に

より①～④の賃借人・賃貸人間の一連の契約締結

手続きを進めてきたものであり、⑤の賃借人の行

為を賃貸人に対する「申込み」と解することがで

きるのではないかと考えられる。

また、賃借人が⑤の契約書への署名・押印をし

た後、⑥の連帯保証人の署名・押印を得るまでに

一定の時間を要し、その後、連帯保証人の署名・

押印を得た契約書を媒介業者に交付し、媒介業者

から賃貸人に交付される場合、賃借人側のそれら

の一連の行為を、「申込み」手続きの一連の行為

としてとらえることが適当と考えられる。

これらのことから、⑤の賃借人による契約書へ

の署名・押印がされた以降、媒介業者を通じて賃

貸人に契約書が交付され、相当期間が経過するま

での間は、賃借人は「申込み」の撤回ができない

こととなると考えられる。

15 平野裕之『民法総合５　契約法（第３版）』（信

山社出版　2007）69頁、裁判例⑨参照。

なお、③の賃借人による申込みは、契約条件等

について詳細に了解する前における申込みであ

り、キャンセルについては基本的に制限されない

と考えられる。（⑤に関する撤回について契約準

備締結段階の損害賠償責任の議論がある可能性が

あるが、賃貸人についての③のような先行行為も

認定できず、「申込み」の撤回として、基本的に

責任があるとは認められないのではないかと考え

られる。）

16 なお、このように考えると、注10で記したイの

見解のように、契約成立の時期を賃借人における

契約書への署名・押印の時点ととらえる場合と親

和的になるが、⑤の賃借人における契約書への署

名・押印の時点を契約成立の時点とすると、本文

のｂ）のア）で述べたような賃貸人が遅滞なく契

約書に署名・押印しない場合においても、賃借人

がキャンセルできないこととなる点に鑑みると、

適当ではないと考えられる。

（ただし、逆に、イの見解によると、⑤の時点で

契約が成立することとなり、（本文のｂ）のイ）

で記した賃貸人の不法行為責任の問題に止まら

ず、）賃借人は賃貸物件の引渡しを請求すること

ができることとなることから、賃借人の居住安定

という点に鑑みると、イの見解のような解釈によ

ることも有効であるとも考えられる面がある。）

17 契約期間開始日が到来すれば、賃借人が現実に

入居していない場合も、契約は成立していると考

えられることはもちろんであり、また契約期間開

始日の到来前に鍵の授受があれば、（賃貸物件が

使用可能な状態となり）賃貸物件の引渡しがあっ

たと解されることから、鍵の授受の時点で契約が

成立したと考えられる。
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なお、当機構・前掲（注９）13頁においても、

同様の考え方が記されている。

18 イ）の様に解する場合でも、例えば賃借人が別

の物件が気に入り、成立した賃貸借契約の効力を

発生させないため、連帯保証人に保証契約を締結

しないように働きかけるような不正行為を行った

場合は、仮に条件を付してあっても、条件成就の

効果は発生せず、賃貸借契約は有効に存続するも

のと考えられる。なお、本稿とは直接関連するも

のではないが、誤解のないように付記すると、イ）

の様に解する場合があるとしても、この理解は契

約成立の前提条件としての理解であり、賃貸住宅

契約が成立した後で、連帯保証人が欠けた場合

（連帯保証人が死亡し、その相続人がいない、あ

るいは連帯保証人の資力がなくなった場合等で、

他の連帯保証人が確保できない場合等）に、賃貸

人による賃貸住宅契約の解除が認められると考え

るものではなく、この場合は、信頼関係の破壊が

あったか否か等を勘案して、判断すべきものと考

えられる。

19 このような点を考慮して、保証人の確保等を契

約の停止条件としている場合はそれまでは契約が

成立しておらず、賃借人が申込みの撤回をした場

合は、預り金があれば返還すべき旨を宅建業者に

指導している宅建業所管行政庁も見受けられ、そ

れに応じて必ずしも契約書において停止条件であ

る旨が明記されていなくても、連帯保証人の承諾

が得られるまでは賃借人による申込みの撤回がで

きるよう運用している宅建業者も見受けられる。

20 この時点で、賃借人から媒介業者に仲介報酬が

支払われる場合が多い。

21 賃貸住宅契約における仲介報酬は、賃借人が月

額賃料の１カ月分を支払う場合が多いが、契約成

立後の賃貸人によるキャンセルの場合は、賃借人

は、その支払った仲介報酬相当額を賃貸人に請求

できるものと考えられる（なお、賃貸人に賃貸

人・賃借人が折半して支払っているような場合に

ついては、契約成立後の一方当事者からのキャン

セルの場合は、他方の当事者はキャンセルした当

事者に仲介報酬支払額相当額の返還を求めること

ができるものと考えられる）。

22 実務においては、契約成立後の賃借人からのキ

ャンセルに際して、賃借人の事情等（賃借人の恣

意的なキャンセルでなく、会社や家庭の事情で入

居することがなくなった等）も勘案し、仲介報酬

について事務手数料等実費相当額を請求するにと

どめたり（媒介業者の意向による）、さらに礼金、

中途解約金等も全額徴収するのではなく、即時解

約金相当額の徴収にとどめ、礼金等は返還する

（賃貸人の意向による）ことをあらかじめ定めて

おく、というような対応も見受けられる。

23 ただし、賃貸人としては期限を切って賃借人に

入居意向の確認を行ったり、契約書の締結を行う

ことに留意する必要がある（賃借人からの部屋の

仮押えの申入れに漫然と対応していたような場合

は、損害賠償が認められなかったり、過失相殺さ

れる場合もあるものと考えられる）。

24 宅建業法47条の２第３項及び同規則16条の12第

２号により、契約の申込みの撤回に伴う預り金の

返還を宅建業者が拒むことは禁止されていること

にも留意が必要である。

25 注13後段参照。
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